
地方独立行政法人評価委員会病院部会の当面の業務・スケジュールについて 

 １．「年度評価の考え方」について ２．中期計画変更の知事認可に関す

る意見について 
【法第26条第３項】 

３．短期借入金借換えの知事認可に

関する意見について 
【法第41条第４項】 

（参考） 

18年度計画の進捗状況及び19年

度計画の考え方について 

業務の概要 

・「年度評価の考え方」(案)をとりまとめ、

評価委員会に報告 ⇒第 12 回評価委

員会で決定 

・意見書(案)をとりまとめ、評価委員会に

報告 ⇒第 12回評価委員会で決定 

・精神医療センター再編整備の具体化に

伴う計画変更 

・意見書(案)をとりまとめ、評価委員会に

報告 ⇒第 12回評価委員会で決定 

・資金不足による短期借入金の借換え 

 

 

 

第 1回部会 

12月 8日 

ＡＭ 

○「評価の考え方」（骨子案）の検討 

 

 

 

   

第2回部会 

1月 12日 

ＡＭ 

 

○「評価の考え方」（素案）の検討  

 

 

 

 

○中期計画変更の内容・手続等の説明 

○知事に対する意見の検討 

 

○短期借入金借換の理由・手続等の説明 

○知事に対する意見の検討 

 

第 3回部会 

2月 14日 

ＡＭ 

 

○「評価の考え方」（案）の決定 

 

 

○「知事に対する意見書」（案）の決定 

 

○「知事に対する意見書」（案）の決定 

 

第 12回委員会 

 

2 月 14日 

ＡＭ 

○「評価の考え方」の決定 ○「知事に対する意見書」の決定 ○「知事に対する意見書」の決定 ○18年度計画の進捗状況の説明 

○19年度計画策定の考え方の説明 

 

 

 

資料 １ 

１８年度進捗状況のとりまとめ 

業務実績報告書の作成 

18年度業務実績の年度評価 

2月議会での議決 

知事の認可 

知事の認可 

 

部会での議論を踏まえ、（素案）

のとりまとめ 

部会での議論を踏まえ、（案）

のとりまとめ 



地方独立行政法人法（平成十五年七月十六日法律第百十八号）  抜粋 

 

（中期計画）  

第二十六条  地方独立行政法人は、前条第一項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、

設立団体の規則で定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計

画」という。）を作成し、設立団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとす

るときも、同様とする。  

２  中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置  

二  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

三  予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画  

四  短期借入金の限度額  

五  重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画  

六  剰余金の使途  

七  その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項  

３  設立団体の長は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を

聴かなければならない。  

４  設立団体の長は、第一項の認可をした中期計画が前条第二項第二号から第五号までに

掲げる事項の適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変更

すべきことを命ずることができる。  

５  地方独立行政法人は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表し

なければならない。  

 

 

 

 



（料金及び中期計画の特例）  

第八十三条  第二十三条の規定（※料金の規定）は、公営企業型地方独立行政法人には適

用しない。  

２  公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画においては、第二十六条第二項各号に

掲げる事項のほか、料金に関する事項について定めるものとする。  

３  設立団体の長は、公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画について、第二十六条

第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なければならない。  

 

（借入金等）  

第四十一条  地方独立行政法人は、認可中期計画の第二十六条第二項第四号の短期借入

金の限度額の範囲内で、短期借入金をすることができる。ただし、やむを得ない事由がある

ものとして設立団体の長の認可を受けた場合は、当該限度額を超えて短期借入金をするこ

とができる。  

２  前項の規定による短期借入金は、当該事業年度内に償還しなければならない。ただし、

資金の不足のため償還することができないときは、その償還することができない金額に限り、

設立団体の長の認可を受けて、これを借り換えることができる。  

３  前項ただし書の規定により借り換えた短期借入金は、一年以内に償還しなければならな

い。  

４  設立団体の長は、第一項ただし書又は第二項ただし書の規定による認可をしようとすると

きは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。  

５  地方独立行政法人は、長期借入金及び債券発行をすることができない。ただし、設立団

体からの長期借入金については、この限りでない。 


